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都道府県又は指定都市の長（以下、「県等」という。）が管理する一級河川に係る河川

現況台帳は、国が調製・保管することとされているものの、台帳の更新データの作成に係

る県等の事務作業の負担も多く調製が進んでいない状況にある。今回中部地整では、国土

地理院が、無償提供しているＷｅｂ上の「地理院地図」を活用することで、国、県等の事

務作業の負担を軽減し、河川現況台帳の調製を進めたものである。 
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１． 河川現況台帳とは 

河川現況台帳は河川法に基づく法定台帳であり、河川

管理者は河川の台帳を調製・保管しなければならないこ

ととされている。（河川法第１２条第１項・第２項） 

一級河川の指定区間の河川管理は県等が行っているも

のの、河川現況台帳の調製・保管の業務は、地方整備局

の事務所が行うこととしている。 

 河川現況台帳は調書と図面で構成されており、様式・

記載事項は河川法施行令第５条に規定されている。 
記載事項は、一級河川の指定状況、河川区域及び河川

保全区域の指定状況、主要な河川管理施設の状況など河

川管理の基礎となる事項を網羅している。 
これは、河川管理事務を円滑、的確に遂行するため、

また権利義務の関係を確認できるようにするためである。 
このなかで頻繁に調製・更新が必要な台帳として、

「河川の使用の許可等の概要」を記載する丙６様式（以

下「丙６」という。）の調書＜図-1＞と附図＜図-2＞が

ある。 
これは、河川区域内で占用許可された施設の状況を記

載するものであることから、指定区間については県等か

ら許可等の情報を提供してもらう必要がある。 
 

 
 
 
 
 
 

＜図-1＞丙６調書の例 

 
＜図-2＞丙６附図の例 

 

 

２．指定区間の河川現況台帳整備の課題① 

県等が、丙６調書・附図の記載事項に係る情報を提供
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するには、許可書・位置図等の写しを提供するか、当該

情報を集約するなど、新たな事務作業が生じる。 

しかし、各県への聞き取りによると、少ない人員であ

ること、数多くの河川＜図-3・4＞を管理しており占用

許可件数＜図-5＞も多いこと、自ら管理している二級河

川の台帳調製を行う必要があることなど、体制的、予算

的な問題があり、通常業務に加え、指定区間の河川現況

台帳調製のために必要な情報の集約作業などは難しい状

況にあるとの意見があった。 

 
＜図-3＞河川延長調＊都道府県別 

 
＜図-4＞河川数＊水系別 

 

＜図-5＞土地の占用許可件数＊水系別 

 

３．指定区間の河川現況台帳整備の課題② 

従来、指定区間の河川管理は、国の機関委任事務とし

て行われており、河川現況台帳調製に係る事項について、

通知することとされていた。 
 

河川管理事務処理規程（抄） 
第７条 都道府県知事は、法９条第２項の規定により行

うものとされた指定区間内の一級河川の管理で法第１２

条第１項に規定する河川の台帳の記載事項に関係がある

ものを行ったときは、速やかに、当該管理に係る事項を

所轄事務所長を経由して所轄地方整備局長に通知しなけ

ればならない。 
 
その後、指定区間の河川管理が法定受託事務となった

が、この河川管理事務処理規程は、法定受託事務の処理

基準とならなかった。 

このため、国では、県等へ台帳調製に係る資料提供の

協力依頼をし、継続的な資料提供を受けることとした。 
 

４． 既存の資料、情報を利用して台帳作成 

今回、河川現況台帳のうち丙６の調書、附図を更新す

るにあたり、県等の負担を出来る限り少なくするため、

県が日常事務処理で使用している情報のみを提供しても

らうこととした。 
県が行う事務の流れでは、河川占用料を徴収するため

占用料徴収台帳を作成しており、このうち河川現況台帳

の記載事項に係るデータの提供を求め、データを当方で

活用し河川現況台帳・附図を作成することとした。 
 

５． 丙６附図の作成（地理院地図の利用） 

丙６の作成で最も困難な作業が附図の調製であった。

以前は各県の管内図等を提供してもらい、県から入手し

た許可物件の情報を手作業で記入する等、作業に非常に

手間がかかり更新も困難であった。 
そこで、国土地理院がＷｅｂ上で提供している地理院

地図を利用し、許可情報は各県が作成している占用料徴

収台帳のうち台帳調製に必要な情報を使用することとし

た。 
県は許可件名、許可受者、占用場所等の情報をエクセ

ルデータにより管理しており、このエクセルデータを地

図上に表記するのに国土地理院の「地理院マップシート」

を利用し、「地理院地図（電子国土Web）」をもとにし

た台帳附図を作成することとした。 
 

６．地理院地図（電子国土Web）とは 

「地理院地図（電子国土Web）」とは、国土地理院が、
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地形図、写真、地形分類、災害情報などを無償で提供し

ているＷｅｂ上で公開されている地図である。 
当該地図は、地理空間情報活用推進基本法の趣旨を踏

まえ、従来の２万５０００分の１地形図からデジタル

データに移行するため、平成２１年度から整備が開始さ

れ、平成２６年２月に全国の整備が完了している。 
この地理院地図（電子国土Web）へ「地理院マップ

シート」を使って地理院地図上に許可物件等の情報を表

すこととした。 
 

７．地理院マップシートとは 

 「地理院マップシート」とは、エクセルのマクロを用

いて開発されたもので、帳票を電子地図上に簡単に展開

して「見える化」することができるソフトウェアであり、

国土地理院のホームページから無償で入手することがで

きる。 
 具体的な作業としては、「地理院マップシート」に住

所情報等を入力し、住所を座標値に変換後、KML形式

で出力し、KMLファイルと地理院地図（電子国土Web）
と重ね合わせ表示させることで図面が完成する。 
 

８．地理院地図利用の検証 

(1)図面の仕様 
丙６附図は、付近の地形及び方位を表示した縮尺２５

００分の１以上（地形その他の事情により縮尺２５００

分の１以上とする必要がないと認められる場合において

は、５０００分の１以上）の平面図で調製することとさ

れている。 
地理院地図は電子地図上の位置の基準が統一されてお

り、縮尺レベルは２万５０００分の１に限定することな

く、都市計画区域では２５００分の１となっている。ま

た、電子地図上ズーム機能により縮尺レベル２５００分

の１まで拡大が可能である。 
中部地方整備局管内の指定区間の区域は、おおむね２

５００分の１の縮尺レベルで整備されている。 
 

(2)コスト（維持管理） 
 地理院地図は、国土地理院が無償で提供するＷｅｂ上

で公開している地図であり、誰もが使用でき、開発コス

トや維持管理コストは一切不要である。 
 
(3)ペーパレス化 
 ネット環境を使用するため、紙ベースの台帳を保有す

る必要がないため、保管庫の確保は不要であり、ペーパ

レス化が図られる。 
(4)台帳の磁気ディスク化 
 河川現況台帳の磁気ディスク化について、整備の積極

的な推進を図るよう通知されている。 

(5)総括 
 国土地理院地図は、前述するとおり、開発コストが不

要であること、簡単に使用することができること、作成

時間の短縮が図られることなどメリットがあり、活用す

るに至った。 
 また、国土地理院が提供している地図であることから、

安定的であり利用しやすく、新たな機器やソフトウェア

の購入が不要である。 
 

９．河川現況台帳・附図の作成方法 

 本来河川現況台帳を作成するのは、管轄する地方整備

局の事務所であるが、占用料徴収台帳データの入手先が

県本庁部局であること、膨大なデータを活用し、新たな

システムを使用することから、今回は本局にて一括して

台帳・附図を作成することとした。 
 なお、作成した台帳・附図は、作成マニュアルととも

に各事務所に配布している。 
 作成のイメージは＜図-6＞のとおりである。 
 
＜図-6＞ 台帳・附図の作成イメージ 

 
 

１０．丙６附図の作成フロー 

 丙６附図の具体的な作成手順は、以下(1)～(5)に示す

とおり行う。 
  
(1) 県から入手した占用料徴収台帳（エクセルデータ）

を活用し、地理院マップシート（エクセルデータ）

上に丙６調書を作成する。＜図-7＞ 
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＜図-7＞ 占用料徴収台帳から丙６調書の作成 

 
 
(2)「地理院マップシート」により、県から入手した住所

情報から座標値（緯度経度等）に変換＜図-8＞し、その

後KMLファイルを作成＜図-9＞する。 
 
＜図-8＞座標値変換 

 
 
＜図-9＞KMLファイルの作成 

 
 
(3)地理院地図を開いてＫＭＬファイルを読み込み＜図-
10＞、位置情報を表示＜図-11＞する。 
表示されたものが丙６附図＜図-12＞となる。 

＜図-10＞KMLファイル読み込み 

 
 
＜図-11＞位置情報の表示 

 
 
＜図-12＞丙６附図の完成 

 

 

１１．新たな活用法（地理院地図の河川管理への
活用） 

 
ＧＰＳ機能付カメラ等で撮影されたＪＰＥＧ写真画像
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＜図-13＞がＵＲＬ参照により表示することができるた

め、現状把握が容易となる活用法が期待できる。 
また、航空写真等のデータ＜図-14＞も併用して利用

できることから、過去の土地利用状況等の把握も容易と

なる。 
 
＜図-13＞写真を表示 

 
 
＜図-14＞航空写真と附図の重ね合わせ 

 

 
 

１２．まとめ 

 今回作成した丙６調書・附図は、県等が保有する占用

料徴収台帳に記載されている占用物件データから「地理

院マップシート」で占用場所を座標値に変換し「地理院

地図」に表示させることで、効率的に作成したものであ

る。 
しかし、占用場所の情報が正確ではない場合は電子地

図上に正しい位置が表示されないこととなる（住居表示

が変更されている場合等）などの課題は残る。 
新たな活用法で示したとおり、この地理院地図による

河川現況台帳附図は、現況の把握や過去の土地利用状況

の把握も容易となり、今後の現場の河川管理に寄与する

ものと考えている。 
調製した台帳は、適正な河川管理に資するため、県等

に対し、定期的に還元することとされており、この附図

が活用されれば、今後、県等の河川管理に役立つものと

考えられる。 
今回は河川現況台帳作成に関し、県等の協力は既存の

占用物件データの提供のみで、最新の地理院地図により

丙６附図を作成することで、国・県等の事務作業の負担

が軽減された。 
今後、更に河川現況台帳の精度を上げていくためにも、

県等と必要な調整を進めていきたい。 
 
参考条文 
◆河川法（抄） 
第十二条（河川の台帳） 
河川管理者は、その管理する河川の台帳を調製し、こ

れを保管しなければならない。 
２  河川の台帳は、河川現況台帳及び水利台帳とする。 

◆河川法施行令 
第二条（都道府県知事又は指定都市の長による指定区間

内の一級河川の管理）  
法第九条第二項 の規定により、指定区間内の一級河

川について、都道府県知事が行うこととされる管理は、

次に掲げるもの以外のものとする。  
一  法第十二条第一項 の規定により河川の台帳を調製

し、これを保管すること。 
第七条（河川の台帳の保管） 
河川の台帳は、・・・一級河川に係るものにあつては

関係地方整備局の事務所において、保管するものとする。 
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